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第４ 【経理の状況】

１．当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自2021年10月１日 至2021

年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年12月31日）に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

現金預け金 937,945 978,703

有価証券 78,154 86,037

貸出金 ※1 24,329 ※1 26,566

外国為替 0 0

ＡＴＭ仮払金 83,681 136,137

その他資産 17,442 24,888

有形固定資産 19,218 23,287

無形固定資産 34,857 33,378

退職給付に係る資産 909 1,007

繰延税金資産 707 439

貸倒引当金 △88 △316

資産の部合計 1,197,158 1,310,130

負債の部

預金 782,658 870,083

譲渡性預金 750 650

借用金 591 2,956

社債 105,000 105,000

ＡＴＭ仮受金 47,046 65,171

その他負債 25,098 26,368

賞与引当金 610 400

退職給付に係る負債 6 6

株式給付引当金 634 736

繰延税金負債 87 59

負債の部合計 962,482 1,071,433

純資産の部

資本金 30,724 30,724

資本剰余金 30,724 30,724

利益剰余金 168,694 171,689

自己株式 △1,081 △1,174

株主資本合計 229,061 231,963

その他有価証券評価差額金 440 757

為替換算調整勘定 3,407 4,100

退職給付に係る調整累計額 359 326

その他の包括利益累計額合計 4,207 5,185

非支配株主持分 1,407 1,548

純資産の部合計 234,676 238,697

負債及び純資産の部合計 1,197,158 1,310,130
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

経常収益 104,002 103,199

資金運用収益 2,692 2,989

（うち貸出金利息） 2,596 2,883

（うち有価証券利息配当金） 24 26

役務取引等収益 99,925 99,019

（うちＡＴＭ受入手数料） 93,927 92,093

その他業務収益 128 323

その他経常収益 1,255 867

経常費用 75,271 79,697

資金調達費用 410 445

（うち預金利息） 53 37

役務取引等費用 27,035 26,924

（うちＡＴＭ設置支払手数料） 21,606 21,349

（うちＡＴＭ支払手数料） 1,929 1,777

営業経費 47,288 51,408

その他経常費用 ※1 536 ※1 918

経常利益 28,731 23,502

特別利益 200 424

固定資産処分益 200 8

持分変動利益 － 415

特別損失 83 1,131

固定資産処分損 83 418

減損損失 － 712

税金等調整前四半期純利益 28,848 22,795

法人税、住民税及び事業税 7,325 6,830

法人税等調整額 262 111

法人税等合計 7,587 6,942

四半期純利益 21,261 15,852

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △125 △115

親会社株主に帰属する四半期純利益 21,386 15,968
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 21,261 15,852

その他の包括利益 △479 995

その他有価証券評価差額金 △152 317

為替換算調整勘定 △317 710

退職給付に係る調整額 △10 △32

四半期包括利益 20,781 16,848

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 20,935 16,946

非支配株主に係る四半期包括利益 △153 △98
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の第１四半期連結会計期間の期首残高へ与える影響はありません。

また、当該会計基準等の適用により当第３四半期連結累計期間の損益及び１株当たり情報に与える影響はあり

ません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

（追加情報）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社の取締役（非業務執行取締役及び海外居住者を除く。以下同じ。）に対して、中長期的に継続し

た業績向上への貢献意欲をより一層高めることを目的に、役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度

（以下、「本制度」という。）を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じております。

(1)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定

める取締役株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度です。な

お、取締役が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。

(2)信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末588百万円、1,895千株、

当第３四半期連結会計期間末588百万円、1,895千株であります。

（執行役員、一部従業員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社の執行役員（海外居住者を除く。以下同じ。）、一部従業員（海外居住者を除く。以下同じ。）

に対して、中長期的に継続した業績向上への貢献意欲をより一層高めることを目的に、株式付与ＥＳＯＰ信託に

よる業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用しております。

(1)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、執行役員、一部従業員に対

して、当社が定める執行役員株式交付規程、従業員株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付さ

れる業績連動型の株式報酬制度です。なお、執行役員、一部従業員が当社株式等の交付を受ける時期は、原則

として執行役員の退任時、一部従業員の退職時とします。
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(2)信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末492百万円、1,691千株、

当第３四半期連結会計期間末585百万円、2,091千株であります。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前連結会計年度の有価証券報告書の「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表」の「注記事項（追加情報）」に

記載した新型コロナウイルス感染症の影響や収束時期等を含む仮定について重要な変更はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

破綻先債権額 3百万円 1百万円

延滞債権額 42百万円 47百万円

３ヵ月以上延滞債権額 0百万円 0百万円

貸出条件緩和債権額 －百万円 －百万円

合計額 46百万円 50百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　 至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

持分法による投資損失 222百万円 608百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　 至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　 至 2021年12月31日）

減価償却費 10,329百万円 12,065百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月22日
取締役会

普通株式 6,485 5.50 2020年３月31日 2020年６月１日 利益剰余金

2020年11月６日
取締役会

普通株式 6,486 5.50 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

（注）１．2020年５月22日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託

が保有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれております。

　 ２．2020年11月６日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託

が保有する当社株式に対する配当金19百万円が含まれております。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月21日
取締役会

普通株式 6,486 5.50 2021年３月31日 2021年６月１日 利益剰余金

2021年11月５日
取締役会

普通株式 6,486 5.50 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

（注）１．2021年５月21日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託

が保有する当社株式に対する配当金19百万円が含まれております。

　 ２．2021年11月５日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託

が保有する当社株式に対する配当金19百万円が含まれております。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年12月31日）
　

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額国内事業 海外事業 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

85,023 19,152 104,175 △173 104,002

セグメント間の
内部経常収益

14 － 14 △14 －

計 85,037 19,152 104,190 △188 104,002

セグメント利益 27,039 1,641 28,681 49 28,731

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．調整額は、主にセグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額国内事業 海外事業 計

経常収益

ＡＴＭ受入手数料 73,857 18,236 92,093 － 92,093

その他 6,862 63 6,925 － 6,925

顧客との契約から生じる
経常収益

80,719 18,299 99,019 － 99,019

その他の経常収益 3,992 200 4,193 △13 4,180

外部顧客に対する
経常収益

84,712 18,500 103,212 △13 103,199

セグメント間の
内部経常収益

8 － 8 △8 －

計 84,721 18,500 103,221 △22 103,199

セグメント利益 21,871 1,704 23,576 △73 23,502

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．調整額は、主にセグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る減損損失）

国内事業セグメントにおいて、投資額の回収が見込めなくなった事業用資産について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、712百万円であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　 至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　 至 2021年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益 円 18.16 13.58

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 21,386 15,968

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

百万円 21,386 15,968

普通株式の期中平均株式数 千株 1,177,094 1,175,685

（2）潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 18.16 －

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額

百万円 － －

普通株式増加数 千株 337 －

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり四半期

純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概

要

－ －

（注）１．当社は役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を１

株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式数に含めております。控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計

期間2,159千株、当第３四半期連結累計期間3,622千株であります。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

中間配当

2021年11月５日開催の取締役会において、2021年９月30日を基準日とする剰余金の配当（第21期の中間配当）に

つき、次のとおり決議いたしました。

　中間配当金額 6,486百万円

　１株当たりの中間配当金 ５円50銭

（注）中間配当金額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金

19百万円が含まれております。

　




